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令和３年度決算 健全化判断比率(確定値)

P．１

・県内全団体が早期健全化基準未満となりました。



令和３年度決算 資金不足比率（確定値)

P．２

・県内市町村等が経営する全ての公営企業会計が、経営健全化基準未満となりました。
（資金不足が発生した公営企業会計はありません。）



令和３年度普通会計決算の概況＜１＞

《歳入総額》 ５，７１６億７９百万円 （対前年度 ▲５４９億８１百万円、 ▲８．８％ ）

《歳出総額》 ５，４６０億５６百万円 （対前年度 ▲６４０億１０百万円、 ▲１０．５％ ）

《実質収支》 １８４億００百万円 （対前年度 ＋５５億６３百万円、 ＋４３．３％ ）

《実質単年度収支》 １５２億８０百万円 （対前年度 ＋１２９億８１百万円、＋５６４．６％ ）

※ 赤字の団体はなし（昨年度は１２団体）

《決算の規模及び収支》

※各表の計数は、原則として表示単位未満を四捨五入しているため、計算が一致しない場合があります。（以下、各表において同じ）

決算規模及び収支

《決算規模の推移》

Ｐ．３

地方交付税の増額により歳入が増加となった一方で、特別定額給付金
皆減等の影響により、歳入・歳出ともに昨年度から減少となった。



Ｐ．４

令和３年度普通会計決算の概況＜２＞

《歳入の主な増減要因》
○地方交付税 (対前年度 ＋144億34百万円、＋11.5％) ・・・・ 普通交付税の再算定等による増

○寄附金 (対前年度 ＋28億57百万円、 ＋19.2%) ・・・・ ふるさと納税による増

○繰入金 (対前年度 ▲22億31百万円、 ▲18.9%) ・・・・ 基金の取崩額減少による減

○地方債（臨財債除く） (対前年度 ▲46億19百万円、 ▲9.9%) ・・・・ 旧合併特例債の発行の減

○国庫支出金 (対前年度 ▲748億16百万円、▲39.1％) ・・・・ 特別定額給付金事業の皆減
※ （ ）内は対前年度増減額及び増減率

《歳入の内訳》

歳 入
地方交付税、寄附金が増加するも、国庫支出金、地方債、繰入金が
減少したため、全体として減少した。

《歳入構成比の推移》



令和３年度普通会計決算の概況＜３＞

物件費、人件費が増加したが、補助費等、普通建設事業費、災害復
旧事業費が減少したため、全体として減少した。

Ｐ．５

《歳出の内訳》

歳 出

《歳出の主な増減要因》
○物件費 (対前年度 ＋22億00百万円、 ＋3.2%) ・・・・ 新型コロナウイルスワクチン接種委託料等による増

○人件費 (対前年度 ＋4億19百万円、 ＋0.5%) ・・・・ 会計年度任用職員の処遇改善による増

○災害復旧事業費 (対前年度 ▲6億09百万円、 ▲22.5%) ・・・・ 災害復旧工事の完了に伴う減

○普通建設事業費 (対前年度 ▲41億73百万円、 ▲5.7%) ・・・・ 国庫補助事業の減少による減

○補助費等 (対前年度 ▲952億71百万円、 ▲60.9%) ・・・・ 特別定額給付金事業の皆減

※ （ ）内は対前年度増減額及び増減率

《歳出構成比の推移》



令和３年度普通会計決算の概況＜４＞

地方債現在高

《地方債現在高構成比の推移》《地方債現在高の推移》

5,431 5,354        5,368        5.442 5,477

Ｐ．６



Ｐ．７

令和３年度普通会計決算の概況＜5＞

《積立金現在高》
○財政調整基金 ６４９億円２１百万 （ 対前年度 ＋１０１億２２百万円、＋１８．５％ ）

積立額 １１１億４２百万円（ 対前年度 ＋６２億８５百万円 ）、取崩額 １０億２０百万円（ 対前年度 ▲３３億２０百万円 ）

○減債基金 ３１７億５３百万円 （ 対前年度 ＋５６億５０百万円、＋２１．７％ ）
積立額 ６６億３百万円（ 対前年度＋４７億８９百万円 ）、 取崩額 ９億５３百万円（ 対前年度＋４億８０百万円 ）

○その他特定目的基金 ８３３億１５百万円 （ 対前年度 ＋６２億３２百万円、＋８．１％ ）
積立額 １２９億５０百万円（ 対前年度＋３１億２７百万円 ）、 取崩額 ６７億１７百万円（ 対前年度＋６億９６百万円 ）

積立金現在高

《基金（財政調整基金＋減債基金）対標準財政規模比率の団体分布状況》

地方交付税追加交付の影響等で積立額が増加し、前年度に比べ、
２２０億４百万円増の１７９９億８９百万円となっている。



《経常収支比率》
○県内市町村平均（加重平均）で９０．５％となり、前年度を５．２ポイント下回った。

市部は ９２．２％（▲５．１ポイント）、町村部は ８６．７％（▲５．３ポイント）

○分子である経常経費充当一般財源は、補助費等が減少したものの、扶助費・人件費の増加により前年度
＋１．１％となった。一方で分母である経常一般財源等が、地方交付税（普通交付税の追加交付）、地方消
費税交付金等の増加により、昨年度より＋６．９％となった結果、比率が改善した。

令和３年度普通会計決算の概況＜６＞

《経 常 収 支 比 率 の 推 移》 《経常収支比率の団体分布状況》

経常収支比率
地方交付税（普通交付税の追加交付）等の増加により経常
一般財源等が増加したため、経常収支比率が改善した。

Ｐ．８









令和３年度公営企業会計決算の概況＜４＞

○繰入金総額 ２５６億００百万円 （対前年度 ▲ ４億４２百万円、 ▲ １．７％ ）

うち基準内繰入金 １９９億０８百万円 （対前年度 ▲ １億４７百万円、 ▲ ０．７％ ）

うち基準外繰入金 ５６億９２百万円 （対前年度 ▲ ２億９５百万円、 ▲ ４．９％ ）

○事業別では、下水道事業が１４２億８百万円と最も多く、次いで病院事業、水道事業（簡易水道を含む）である。

他会計繰入金

基準内 基準外 繰入金計 基準内 基準外 繰入金計 基準内 基準外 繰入金計 基準内 基準外 繰入金計 基準内 基準外 繰入金計 増減 増減率

（C） （Ｂ） （Ａ） (Ａ)-(Ｂ) （％）

水　道（含簡水） 843 268 1,111 1,450 707 2,157 1,218 483 1,701 1,356 738 2,093 1,537 627 2,164 71 3.4
工業用水道 4 0 4 2 0 2 2 0 2 3 11 14 2 0 2 ▲ 12 ▲ 85.7
病　　院 7,884 585 8,470 7,072 755 7,828 7,129 702 7,831 7,394 699 8,093 7,419 649 8,069 ▲ 24 ▲ 0.3
下水道 - - - 6,955 1,413 8,368 7,424 1,672 9,096 7,831 2,514 10,345 7,387 2,786 10,173 ▲ 172 ▲ 1.7
観光施設 0 11 11 0 11 11 - - - - - - - - - - -

小計 8,732 865 9,596 15,479 2,886 18,366 15,773 2,857 18,630 16,584 3,962 20,545 16,346 4,063 20,409 ▲ 136 ▲ 0.7
簡易水道 496 670 1,166 353 414 767 371 233 604 355 183 538 360 194 554 16 3.0
下水道 11,598 4,373 15,970 5,092 1,169 6,261 4,303 1,123 5,427 3,049 913 3,962 3,147 888 4,035 73 1.8
観光施設 0 48 48 0 47 47 2 32 34 0 27 27 0 64 64 37 137.0
港湾整備 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0
市　　場 135 28 163 92 34 127 123 34 156 67 30 97 50 32 82 ▲ 15 ▲ 15.5
と 畜 場 0 6 6 0 12 12 0 12 12 0 14 14 0 15 15 1 7.1
宅地造成 0 1,300 1,300 0 1,300 1,300 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0
駐車場整備 0 2 2 0 100 100 0 47 47 0 1 1 0 3 3 2 200.0
介護サービス 1 171 172 2 189 190 0 272 272 0 859 859 5 433 438 ▲ 421 ▲ 49.0

小計 12,230 6,598 18,828 5,539 3,264 8,803 4,799 1,754 6,553 3,471 2,026 5,497 3,562 1,629 5,191 ▲ 306 ▲ 5.6
20,962 7,462 28,424 21,018 6,151 27,169 20,571 4,611 25,183 20,055 5,987 26,042 19,908 5,692 25,600 ▲ 442 ▲ 1.7

※数値の単位未満は四捨五入しているため、合計と内訳が一致しない場合がある。

法

適

用

事

業

法

非

適

用

事

業

　２　年　度 （B）

（単位：百万円、％）

３　年　度　（A） 対前年度

合　計

平　成　２９　年　度 ３０　年　度 令和　元　年　度

Ｐ.１２





令和３年度土地開発公社決算状況の概況

○新規で土地を取得した団体はなし。既に取得した土地を造成した団体は串本町のみ。

○保有期間が５年以上の長期保有土地は増加。

＜令和３年度末の土地保有の状況＞金額ベース ２５億７９百万円（対前年度 ▲０．２％ ▲４百万円）

＜長期保有土地（５年以上）の状況＞金額ベース ２５億１０百万円（対前年度 ＋２５．５％ ＋５１０百万円）

■債務保証額の状況

○公社の借入金に対する市町村の債務保証額は減少。
〈令和３年度末の債務保証額の状況〉 ２億９百万円（対前年度 ▲１２．９％、▲３１百万円）

〈債務保証がある団体〉白浜町 債務保証額：２億９百万円（対標準財政規模比：２．８％）

■土地開発公社決算の状況

○経常赤字の公社は３公社（令和２年度から変更なし）。経常利益は増加、資産額及び負債額は減少。

■保有土地の状況

《参考》 市町村における財政リスクを減少させるため、Ｈ２４年度以降、第三セクター等改革推進債
の活用等により、１１公社が解散。

・解散した公社（※有田市、紀の川市及び有田川町以外は第三セクター等改革推進債を活用して解散）
令和元年度 日高川町
平成29年度 紀の川市、平成26年度 有田川町
平成25年度 和歌山市、海南市、御坊市、かつらぎ町、九度山町
平成24年度 有田市、橋本市、新宮市

◎土地開発公社の状況

区分

年度

5 2 3 0 29百万円 3,801百万円 1,417百万円 1 209百万円

5 2 3 0 9百万円 3,923百万円 1,567百万円 1 240百万円

0 0 0 0 20百万円 ▲ 122百万円 ▲ 150百万円 0 ▲ 31百万円対前年度

経常利益 資産額 負債額 債務保証額
経常黒字

公社
経常赤字

公社
債務超過

公社

債務保証を
受けている

公社

R2

公社数

R3

◎保有土地の状況

区分　

　年度

R3 2,579百万円 2,510百万円

R2 2,583百万円 2,000百万円

対前年度 ▲ 4百万円 510百万円

内５年以上
保有土地

年度末
保有土地

Ｐ.１４



令和３年度第三セクター決算状況の概況

○経常赤字の法人 １２法人

〈経常赤字額の大きい法人〉

・（一財）太地町開発公社

経常赤字額 ８１．８百万円
（令和２年度経常赤字額 １１５．０百万円）

○債務超過法人 ３法人
・龍神村開発公社 純資産 ▲ ３，９９４千円
・龍神温泉元湯 純資産 ▲ ６，６８０千円
・みなべ町開発公社 純資産 ▲ １０，１６９千円

○市町村から損失補償を受けている法人 １法人

・（公財）白浜医療福祉財団（白浜町） 損失補償額 ６０．０百万円
（対前年度 ▲３４．８百万円、 ▲３６．７％）

□市町村から損失補償を受けている法人

□経常赤字の法人

□債務超過法人

※ 土地開発公社を除く。

◎第三セクターの概要

区分　

　年度

R3 30 18 12 3 1

R2 31 19 12 1 1

対前年度 ▲ 1 ▲ 1 0 2 0

※県内市町村の出資割合が２５％以上の法人を対象としています。

（複数の地方公共団体の出資割合の合計が２５％以上の法人を含みます。）

法人数
損失補償を
受けている

法人

経常黒字
法人

経常赤字
法人

債務超過
法人

Ｐ.１５


